別記
第１号様式（第７条関係）
　　令和　年　　月　　日

高知県知事　様
所在地
名　称
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
（代表者生年月日　　　　　年　　　月　　　日生）

令和　年度高知県高度外国人材雇用促進事業費補助金　交付申請書

高知県高度外国人材雇用促進事業費補助金交付要綱第７条の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１　補助対象
	
	氏　名
	国籍
	在籍大学名
（学部・年生）
	インターンシップ
期間（予定）
	インターンシップ
実施場所

	１
	
	
	
	～
	

	２
	
	
	
	～
	


　　　　　
２　補助金申請額　　　　　　　　円　　　※詳細については補助金所要額調書（別紙１）のとおり

３　添付書類
（１）渡航費や在留資格申請代行手数料、住宅の賃借料の見積書等
（２）インターンシップを受け入れることを証する書類（在留資格認定証明書、労働条件通知書、雇用契約書、海外大学が発行するインターンシップ承認書等）
（３）海外大学と受入れ事業者におけるインターンシップ実施に係る協定締結書（写し）
（４）税外未収金債務の滞納がないことの誓約書兼滞納有無の照会に関する同意書（別紙２）
（５）納税証明書（県税の滞納がないことを証する証明書）
又は県税完納情報の提供に係る同意書（別紙３）及び本人確認書類の写し
※法人代表者のマイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の写し等
※マイナンバーカードは表面のみで可（裏面は不要）
※健康保険証の保険者番号及び被保険者等記号・番号は復元できないようにマスキング処理等を施してください。

４　担当者
	氏名
	
	所属・職名
	

	電話番号
	
	メールアドレス
	




別紙１　
補助金所要額調書
（単位：円）
	補助対象者氏名
	項　目
	補助事業に要する経費
	(A)×補助率（1/2）
	補助限度額
	補助金交付申請額
	備　考

	
	
	(A)
	(B)
	(C)
	※(B)と(C)のいずれか低い金額を記載してください
	

	
	渡航費
(航空機代のみ)
	
	
	50,000円
	
	

	
	在留資格申請代行手数料
（税抜き）
	
	
	50,000円
	
	

	
	住宅の賃借料
	
	
	25,000円/月
×3か月
	
	補助対象期間
令和　年　月から令和　年　月まで

	
	小　　計
	
	

	
	渡航費
(航空機代のみ)
	
	
	50,000円
	
	

	
	在留資格申請代行手数料
（税抜き）
	
	
	50,000円
	
	

	
	住宅の賃借料
	
	
	25,000円/月
×3か月
	
	補助対象期間
令和　年　月から令和　年　月分まで

	
	小　　計
	
	

	
	渡航費
(航空機代のみ)
	
	
	50,000円
	
	

	
	在留資格申請代行手数料
（税抜き）
	
	
	50,000円
	
	

	
	住宅の賃借料
	
	
	25,000円/月
×3か月
	
	補助対象期間
令和　年　月から令和　年　月分まで

	
	小　　計
	
	

	補助金交付申請額合計（千円未満切り捨て）
	
	


※必要に応じて表を追加してください。

別紙２
誓約書兼同意書


私は、高知県高度外国人材雇用促進事業費補助金の交付申請に当たり、高知県に対する下記の税外未収金債務の滞納がないことについて誓約します。
また、上記について、県の補助事業所管課が関係各課に対して照会すること（関係各課への個人情報の提供及び滞納の有無に関する情報の共有）に同意します。
誓約の内容に偽りがあった場合は、当該補助金の不交付の決定又は交付の決定の取消し及びこれに伴う補助金の返還に異議なく応じます。

・中小企業高度化資金貸付金、産業パワーアップ融資及び中小企業設備近代化資金貸付金償還金
　・農業改良資金貸付金償還金
　　・林業・木材産業改善資金貸付金償還金
　・沿岸漁業改善資金貸付金償還金

　令和　年　　月　　日

　　高知県知事　様


（所在地）
（名　称）
（代表者役職・氏名）※自署　　　　　　　　 


別紙３
県税完納情報の提供に係る同意書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　　月　　日

高知県知事　様

【申請者】
	住　　　　所
（法人本社所在地）
	

	フ リ ガ ナ
	

	氏　　　　名
（法人名称及び代表者職氏名）
	

	電 話 番 号
	

	生年月日（個人の場合）
	



私は、下記のことに同意します。

記

[bookmark: _GoBack]１　高知県高度外国人材雇用促進事業費補助金交付審査のため、全ての県税（個人県民税および地方消費税を除く。）及びこれに付随する延滞金等の納付又は納入の状況に関して、税務課から商工政策課に県税の完納情報の提供を行うこと。
２　１の事務を行うために必要な範囲で、本同意書が税務課に共有されること。
３　県税の完納情報の提供に当たり、商工政策課の指示及び指導がある場合は、その内容に従うこと。

【注意事項】
○法人登記簿に記載の本社所在地、法人名称並びに代表者職氏名をご記入ください。
○この同意書が提出された時点で県税を完納していたとしても、完納の確認まで１週間から４週間程度要する場合がありますので、ご了承ください。
○県税に滞納がないことの証明書を添付される場合は、この同意書は不要です。
○本同意書に基づき提供された完納情報は、当該補助金交付事務以外に使用しません。


第２号様式（第11条関係）
　令和　年　　月　　日


高知県知事　様
所在地
名称
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和　年度高知県高度外国人材雇用促進事業費補助金　変更交付申請書

令和　年　月　日付け高知県指令　第　号で補助金の交付の決定を受けた事業の変更をしたいので、高知県高度外国人材雇用促進事業費補助金交付要綱第11条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１　変更の内容


２　変更の理由


３　補助金の変更申請額
（単位：円）
	既交付決定額(A)
	変更後の申請額(B)
	差引増減額（(A)－(B)）

	
	
	




４　添付書類　　
（１）補助金所要額調書（別紙１）
（２）変更に係る積算根拠となる見積書等


第３号様式（第12条関係）
　　令和　年　　月　　日


高知県知事　様
所在地
名称
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和　年度高知県高度外国人材雇用促進事業費補助金　中止（廃止）承認申請書

令和　年　月　日付け高知県指令　第　号で補助金の交付の決定を受けた事業について、下記の理由により中止（廃止）の必要が生じたので、高知県高度外国人材雇用促進事業費補助金交付要綱第12条の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１　中止（廃止）の内容




２　中止（廃止）の理由




３　中止（廃止）の年月日





第４号様式（第14条関係）
　　令和　年　　月　　日


高知県知事　様
所在地
名称
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和　年度高知県高度外国人材雇用促進事業費補助金　実績報告書

令和　年　月　日付け高知県指令　第　号で補助金の交付の決定を受けた事業を完了したので、高知県高度外国人材雇用促進事業費補助金交付要綱第14条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　補助金交付決定額　　　　　　　　　　円

２　補助金実績額　　　　　　　　　　　円　※詳細については補助金所要額調書（別紙１）のとおり

３　添付書類
（１）補助事業費の支出に係る領収書等の写し
（２）補助対象となるインターンシップ生の在留カード（写し）

４　振込先口座
	金融機関名
	
	本支店名
	

	預金種目
	当座　・　普通
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	フリガナ
	

	口座名義
	



※補助事業完了日については、次のとおりとする。
（１）住宅の賃借料を補助対象経費として申請している場合は、補助対象期間を経過した日
（２）（１）以外の場合は、インターンシップを開始した日


第５号様式（第14条関係）
令和　　年　　月　　日

高知県知事　　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者役職・氏名　　　　　

令和　年度高知県高度外国人材雇用促進事業補助金に係る消費税及び地方消費税の
額の確定に伴う報告書

　　高知県高度外国人材雇用促進事業費補助金交付要綱第14条第３項の規定により、下記のとおり報告します。

記

	１　補助金額　

	円

	２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（Ａ）

	
円

	３　消費税及び地方消費税の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（Ｂ）

	
円

	４　補助金返還相当額（Ｂ－Ａ）

	円


（注）１　別紙として積算の内訳を添えてください。
　　　２　課税事業者であっても、単純に補助金の消費税相当額が消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額による減額等の対象額となるものではありません。

